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　当協会の会員各社が携わる海上工事の特性に動揺し不安定な船舶を使用すること、波浪等の
気象海象の判断が難しいこと、陸上の法律に加えて海事法令も適用されること等があります。
　これらを踏まえ、安全環境対策部会は、海上工事施工に係る安全環境管理のベテランである
会員各社の本社安全環境部長が参画して共通する安全環境上の問題点の把握と解決のために、
各種の取り組みを実施しています。
　今回はこれらの取組みの中から、最近の状況についてまとめました。

一般社団法人　日本埋立浚渫協会　安全環境対策部会

海上工事の安全環境対策について

１. 社会情勢等について
　全国的な労働災害発生件数は、横ばいながら減少傾
向にあり 2015（平成27）年の建設業における死亡者数
は、過去最低の 327 名となっています。また、港湾空
港直轄工事の労働災害発生件数は増減を繰り返してい
る状況ですが、2015 年度の死亡災害はゼロ件となっ
ています。
　昨年度は、「足場関係における労働安全衛生規則の
一部が改正され平成27年7月1日に施行されたこと」、
「改正高気圧作業安全衛生規則が平成 27 年 4 月 1 日に
施行されたこと」などから普及と確実な順守をしてい
く年となりましたが、各社毎に問題なく取り組んでい
ると考えています。
　防災面では 4月 14 日に発生した熊本地震において
緊急支援物資の輸送協力や熊本新港の被災調査などに
協会として協力しています。

２. 本部支部合同安全環境パトロールの実施
　国土交通省発注の港湾空港工事について、「労働安
全衛生法」や「港湾工事安全施工指針」が順守されて
いるかどうかを確認するために、本部 2名、支部 2名、
合計 4名程度のチームを編成して行うことを原則とし
ています。現場の当日作業に的を絞り当該指針に基づ
くチェックリストを作成し、現場作業状況や書類の確
認を行いながら不安全状態、不安全行動並びに法律や
ルール違反等の点検・指導を行い、高く評価すべき点、
施工上の問題点及び今後の留意点を報告書にとりまと
め、現場と発注者に提出するとともに、当部会にて情
報の分析と共有化を図っています。
　2015 年度は、各支部と協力して 7 支部、13 現場を
対象に下表のとおりパトロールを実施しました。

３. 安全環境ポスター
　当部会では海上工事施工に係る事故災害防止と環境
保全の啓発のため、毎年、ポスターを作成し、会員各
社と発注者事務所に配付しています。
　安全ポスターは、スローガンを「ルールを守って
危険ゼロ　みんなで取り組む　海洋工事」とし、6月
の全国安全週間準備月間に合わせて今年 5月に作成し
て配布しました。昨年度の環境ポスターは、スローガ
ンを「護ります　きれいな海　築きます　活気ある港」
とし、2015 年 10 月に作成して配付しました。
　今年度から外部の学校などにもポスターを送付し
て、建設業の未来を築いていく人たちに、安全安心で
自然にやさしくカッコいい海上工事をアピールしてい
くことを計画しています。

4. 港湾工事安全教育資料等の充実
①港湾工事安全ポケットブックの改訂
　水濡れに強い素材で作成されていて、作業服のポ
ケットに収納可能であり、統括安全衛生責任者の巡視
や店社パトロールでの点検に活用できるように、要点
がまとめられており、発行部数も多い人気の冊子です。
昨今、車両系建設機械や足場関係の労働安全衛生規則
及び高気圧作業安全衛生規則の改正が行われたことか
ら、内容の改訂を行い 7月に発行しました。
②港湾工事安全施工指針の改訂
　港湾工事安全施工指針は、2008（平成 20）年 3 月に
改訂 6版を発行し、その後の法改正などについてフォ
ローアップしていますが、高気圧作業安全衛生規則が
大幅に改正され 2015 年 4 月 1 日から施行されたこと、
労働安全衛生規則の足場関係が改定され 2015 年 7 月 1
日から施行されたことから、改訂を行い 2016 年 3 月
に改訂 7版を発行しました。
③港湾工事災害事例集Ⅴの改訂
　協会会員各社の港湾工事等で発生した災害事例を5年
毎に「港湾工事災害事例集Ⅰ～Ⅳ」と計4冊を会員に配付
しており、平成21年度から2013（平成25）年度の5年間
に発生した275件の災害事例を、港湾工事災害事例集Ⅴ
（CD版）として取りまとめ配付しました。類似災害防止の
ため危険予知訓練、及びリスクアセスメントにおける危

パトロール状況写真　　作業船掲示物確認

安全通路等確認
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2016 年度　安全ポスター

21

2015 年度　環境ポスター



20 marine voice 21 Summer 2016 vol.294 marine voice 21 Summer 2016 vol.294

　当協会の会員各社が携わる海上工事の特性に動揺し不安定な船舶を使用すること、波浪等の
気象海象の判断が難しいこと、陸上の法律に加えて海事法令も適用されること等があります。
　これらを踏まえ、安全環境対策部会は、海上工事施工に係る安全環境管理のベテランである
会員各社の本社安全環境部長が参画して共通する安全環境上の問題点の把握と解決のために、
各種の取り組みを実施しています。
　今回はこれらの取組みの中から、最近の状況についてまとめました。

一般社団法人　日本埋立浚渫協会　安全環境対策部会

海上工事の安全環境対策について

１. 社会情勢等について
　全国的な労働災害発生件数は、横ばいながら減少傾
向にあり 2015（平成27）年の建設業における死亡者数
は、過去最低の 327 名となっています。また、港湾空
港直轄工事の労働災害発生件数は増減を繰り返してい
る状況ですが、2015 年度の死亡災害はゼロ件となっ
ています。
　昨年度は、「足場関係における労働安全衛生規則の
一部が改正され平成27年7月1日に施行されたこと」、
「改正高気圧作業安全衛生規則が平成 27 年 4 月 1 日に
施行されたこと」などから普及と確実な順守をしてい
く年となりましたが、各社毎に問題なく取り組んでい
ると考えています。
　防災面では 4月 14 日に発生した熊本地震において
緊急支援物資の輸送協力や熊本新港の被災調査などに
協会として協力しています。

２. 本部支部合同安全環境パトロールの実施
　国土交通省発注の港湾空港工事について、「労働安
全衛生法」や「港湾工事安全施工指針」が順守されて
いるかどうかを確認するために、本部 2名、支部 2名、
合計 4名程度のチームを編成して行うことを原則とし
ています。現場の当日作業に的を絞り当該指針に基づ
くチェックリストを作成し、現場作業状況や書類の確
認を行いながら不安全状態、不安全行動並びに法律や
ルール違反等の点検・指導を行い、高く評価すべき点、
施工上の問題点及び今後の留意点を報告書にとりまと
め、現場と発注者に提出するとともに、当部会にて情
報の分析と共有化を図っています。
　2015 年度は、各支部と協力して 7 支部、13 現場を
対象に下表のとおりパトロールを実施しました。

３. 安全環境ポスター
　当部会では海上工事施工に係る事故災害防止と環境
保全の啓発のため、毎年、ポスターを作成し、会員各
社と発注者事務所に配付しています。
　安全ポスターは、スローガンを「ルールを守って
危険ゼロ　みんなで取り組む　海洋工事」とし、6月
の全国安全週間準備月間に合わせて今年 5月に作成し
て配布しました。昨年度の環境ポスターは、スローガ
ンを「護ります　きれいな海　築きます　活気ある港」
とし、2015 年 10 月に作成して配付しました。
　今年度から外部の学校などにもポスターを送付し
て、建設業の未来を築いていく人たちに、安全安心で
自然にやさしくカッコいい海上工事をアピールしてい
くことを計画しています。

4. 港湾工事安全教育資料等の充実
①港湾工事安全ポケットブックの改訂
　水濡れに強い素材で作成されていて、作業服のポ
ケットに収納可能であり、統括安全衛生責任者の巡視
や店社パトロールでの点検に活用できるように、要点
がまとめられており、発行部数も多い人気の冊子です。
昨今、車両系建設機械や足場関係の労働安全衛生規則
及び高気圧作業安全衛生規則の改正が行われたことか
ら、内容の改訂を行い 7月に発行しました。
②港湾工事安全施工指針の改訂
　港湾工事安全施工指針は、2008（平成 20）年 3 月に
改訂 6版を発行し、その後の法改正などについてフォ
ローアップしていますが、高気圧作業安全衛生規則が
大幅に改正され 2015 年 4 月 1 日から施行されたこと、
労働安全衛生規則の足場関係が改定され 2015 年 7 月 1
日から施行されたことから、改訂を行い 2016 年 3 月
に改訂 7版を発行しました。
③港湾工事災害事例集Ⅴの改訂
　協会会員各社の港湾工事等で発生した災害事例を5年
毎に「港湾工事災害事例集Ⅰ～Ⅳ」と計4冊を会員に配付
しており、平成21年度から2013（平成25）年度の5年間
に発生した275件の災害事例を、港湾工事災害事例集Ⅴ
（CD版）として取りまとめ配付しました。類似災害防止の
ため危険予知訓練、及びリスクアセスメントにおける危

パトロール状況写真　　作業船掲示物確認

安全通路等確認

安全書類確認

2016 年度　安全ポスター

21

2015 年度　環境ポスター



22 marine voice 21 Summer 2016 vol.294 marine voice 21 Summer 2016 vol.294

険の洗い出し･特定･対策策定への活用をお願いします。
④港湾工事安全教育マニュアルの改訂
　1985（昭和 60）年、1989（平成元）年、1999（平成 11）
年と過去に 3回の改訂を行っておりましたが、その後
16 年を経過し、労働安全衛生規則や種々の関係法令
の改正等を踏まえ、また災害事例やヒヤリハット事例
を参考とした教育・訓練シートとして現場第一線の担
当者に安全環境対策の是正前・是正後の状況を分かり
易くイラストで表現構成し、安全意識向上に有効な教
育資料として、港湾工事安全教育マニュアル（CD版） 
を取りまとめ配布しました。

5. 統一ルールの一部変更
　2014（平成 26）年 9月 8日付で、日本埋立浚渫協会会
員が順守すべき、次の3項目の統一ルールを定めました。
①径が太く重い係留ロープのアイ部に両手で保持するた
めの補助ロープ（耳ロープのみ）を取付け活用すること
②大型作業船の保有油防除資材数量一覧と配置図を見や
すいところに掲示すること
③救命浮環に所有者のみでなく連絡先電話番号を表示す
ること
　その後、現場から「耳ロープ」でなく「結び目方式」で
も同じ機能を発揮するので認めてほしい旨の要望によ
り、2015 年 8 月 17 日付で係留ロープのアイ部に指を
入れずに保持できる補助ロープであれば形は問わない
こととしました。

6. 通知文書などについて
①架空線損傷防止
　2016 年 1 月 28 日付で国土交通省港湾局技術企画課
長より「港湾工事等における建設機械等の施工に関す
る安全対策について」が発出されました。ダンプトラッ
ク・バックホウなどの建設機械やクレーン船などの作
業船による架空高圧線の損傷事故が発生しているの
で、安全対策を徹底するよう要請されています。
②資機材運搬業者についての元請関与について
　資機材の売買契約や運送契約で仕事をしている業者
（資機材運搬業者）については安衛法上は元請の統括管
理外であり、また、スポット（不定期、短時間、車両
や運転手の特定が難しい）等であることから元請の安
全管理が困難な状態にあり、従来から、関与していな
かった部分であります。
　しかしながら現場内で発生した事故災害は、整備局
や海上保安部への報告等適切に対応する必要があるこ
とから、2016 年 1 月 4 日付の通知文書で次のアイウの
とおり注意喚起をしました。
ア、資機材運搬の実態は現場ごとに異なり色々あるこ
とから一律に対応方法を決めることは困難であるの
で、各社ごと・現場ごとに実態を考慮して個別に対応
していく。
イ、港湾工事では海上保安部の作業許可申請等により、
資機材運搬業者の船舶等の特定がしやすいので、可能
な場合は自主的に部分的な統括管理を実施し事故災害
の防止に努める。
ウ、特定できる資機材運搬業者は可能な限り緊急時の
連絡体制に入れて、現場内で発生した事故災害の迅速
な連絡を指導する。
③海事関係法規の順守について
　港湾工事において船員法、船舶安全法、船舶職員及
び小型船舶操縦者法及び港則法などの違反を指摘され

る事例が散見されましたので、2016 年 1 月 4 日付の
通知文書で特に次のような項目の再点検をお願いしまし
た。
（船員法）
　推進機関を有する総トン数 5t 以上の船舶に乗組む
船長や海員は、船員法の適用を受けるので「船員手帳」
で雇入、並びに年に一度の健康診断の受診
（船舶安全法）
　推進機関を有する船舶（除外船を除く）については船
舶検査証書及び船舶検査手帳の船内備付け
（船舶職員及び小型船舶操縦者法）
　総トン数 20t 未満の小型船舶では、小型船舶操縦士
の免許、また総トン数 20t 以上の船舶では、乗組基準
に適合する海技免状を有する船長 ･機関長等の乗組み
（港則法）
　工事許可申請外の作業をしていないか、また水路保
全のための荷役時の脱落防止措置
④船舶乗降時の安全対策について
　2015 年 3 月 18 日、小名浜港品質監視等補助業務に
おいて、受注者職員 1名の方が、船から護岸に上陸す
る際に、船舶と護岸の間に転落し死亡する事案が発生
しました。これを受け、二度と同様の事故が発生しな
いよう再発防止のため、国土交通省港湾局技術企画課
港湾工事安全推進官より 2016 年 3 月 16 日付で事務連
絡「海上工事・業務における船舶乗降時の安全対策に
ついて」が発出されました。
　類似の事故は過去にも多く発生しています。船舶乗
降状況ごとにチェックリストとして使用できるものと
なっていますので、同様な状況となる現場ではこれを
参考として使用することで船舶乗降時の事故防止を図
るようにお願いいたします。
　本安全対策は、交通船において船長と機関長の 2名
が乗船していることを前提としていますが、工事で使
用する交通船は船長 1名であるためそのまま適用でき
ません。次に適用可能な代表的項目を何例か抜粋して
みました。
・乗降場所や交通船の特徴に合わせて安全に乗降でき
るよう、適切に乗降設備（タラップ、はしご、手摺り、
補助ロープ等）を設置する。
・風波等により横付け係留が困難な場所や海域では船
首付けもできる構造の交通船を利用する。
・船首から乗降する場合は、交通船の船首部分に手摺
り等の手掛かりになるものを設置する。

・交通船の滑りやすい箇所には滑り止め対策（テープ、
金網の溶接等）を実施する。
・交通船には、引き付け、突っ張りのための爪竿を備
える。
・乗降口に乗降場所看板等を設置する。
・乗降設備の手摺に黄色テープを貼付けする等して乗
船者が視認しやすくする。
・加齢等による運動機能や知覚機能が低下していくこ
とを各自が自覚し、自己を過信することなく慣れた作
業も油断しないで取り組むことを徹底する。
・時化やうねりが大きい場合は、船長判断で関係先に
連絡の上、出航を見合わせる。また、船長は、出航で
きると判断した場合でも現地の気象・海象状況によっ
ては、着岸を止める判断を下す。
・船長は、交通船を縦付けする場合は前進推力で岸壁
等に船首を押し付けた状態で安全を確認した後、乗降
開始を合図する。
・両手が空いた状態で乗降する（物を持って乗降しな
い。荷物がある場合はリュックサックもしくは受け渡
す。）
・船長は乗降者に対して接岸まで立ち上がらない等安
定した姿勢を保持するよう指示する

7. 支部安全講習会等への支援
　元請職員が海上工事の作業員に対して教育するに当
たって留意していただきたい、「安全についての考え
方」「安全作業の指導のポイント」「災害事例に学ぶ」
などについて資料を作成し、東北支部（11 月 6 日）・中
部支部（7 月 30 日）・四国支部（10 月 21 日）の安全講習
会で講義を行いました。講習会の資料は会員各社で共
有し、現場での教育等で活用していきます。また、講
習会終了後は支部会員との意見交換も行いました。

8. おわりに
　当部会は、発注者との意見交換、関係機関や支部と
の連携強化を図りながら、港湾空港工事の適正な安全
環境の確保のために、継続的に取り組んでいきます。
また、建設業における「きつい ･ 汚い ･ 危険」の3K を
払拭して、新 3Kである「給料がよい・休暇が取れる・
希望が持てる」を目指して、対外的にも積極的に活動
していきますので、今後も変わらずご指導とご協力を
よろしくお願いいたします。

文責 : 安全環境対策部会長　斉藤泰彦

係留ロープの補助ロープ（耳ロープ）

係留ロープの補助ロープ（結び目方式）
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④港湾工事安全教育マニュアルの改訂
　1985（昭和 60）年、1989（平成元）年、1999（平成 11）
年と過去に 3回の改訂を行っておりましたが、その後
16 年を経過し、労働安全衛生規則や種々の関係法令
の改正等を踏まえ、また災害事例やヒヤリハット事例
を参考とした教育・訓練シートとして現場第一線の担
当者に安全環境対策の是正前・是正後の状況を分かり
易くイラストで表現構成し、安全意識向上に有効な教
育資料として、港湾工事安全教育マニュアル（CD版） 
を取りまとめ配布しました。

5. 統一ルールの一部変更
　2014（平成 26）年 9月 8日付で、日本埋立浚渫協会会
員が順守すべき、次の3項目の統一ルールを定めました。
①径が太く重い係留ロープのアイ部に両手で保持するた
めの補助ロープ（耳ロープのみ）を取付け活用すること
②大型作業船の保有油防除資材数量一覧と配置図を見や
すいところに掲示すること
③救命浮環に所有者のみでなく連絡先電話番号を表示す
ること
　その後、現場から「耳ロープ」でなく「結び目方式」で
も同じ機能を発揮するので認めてほしい旨の要望によ
り、2015 年 8 月 17 日付で係留ロープのアイ部に指を
入れずに保持できる補助ロープであれば形は問わない
こととしました。

6. 通知文書などについて
①架空線損傷防止
　2016 年 1 月 28 日付で国土交通省港湾局技術企画課
長より「港湾工事等における建設機械等の施工に関す
る安全対策について」が発出されました。ダンプトラッ
ク・バックホウなどの建設機械やクレーン船などの作
業船による架空高圧線の損傷事故が発生しているの
で、安全対策を徹底するよう要請されています。
②資機材運搬業者についての元請関与について
　資機材の売買契約や運送契約で仕事をしている業者
（資機材運搬業者）については安衛法上は元請の統括管
理外であり、また、スポット（不定期、短時間、車両
や運転手の特定が難しい）等であることから元請の安
全管理が困難な状態にあり、従来から、関与していな
かった部分であります。
　しかしながら現場内で発生した事故災害は、整備局
や海上保安部への報告等適切に対応する必要があるこ
とから、2016 年 1 月 4 日付の通知文書で次のアイウの
とおり注意喚起をしました。
ア、資機材運搬の実態は現場ごとに異なり色々あるこ
とから一律に対応方法を決めることは困難であるの
で、各社ごと・現場ごとに実態を考慮して個別に対応
していく。
イ、港湾工事では海上保安部の作業許可申請等により、
資機材運搬業者の船舶等の特定がしやすいので、可能
な場合は自主的に部分的な統括管理を実施し事故災害
の防止に努める。
ウ、特定できる資機材運搬業者は可能な限り緊急時の
連絡体制に入れて、現場内で発生した事故災害の迅速
な連絡を指導する。
③海事関係法規の順守について
　港湾工事において船員法、船舶安全法、船舶職員及
び小型船舶操縦者法及び港則法などの違反を指摘され

る事例が散見されましたので、2016 年 1 月 4 日付の
通知文書で特に次のような項目の再点検をお願いしまし
た。
（船員法）
　推進機関を有する総トン数 5t 以上の船舶に乗組む
船長や海員は、船員法の適用を受けるので「船員手帳」
で雇入、並びに年に一度の健康診断の受診
（船舶安全法）
　推進機関を有する船舶（除外船を除く）については船
舶検査証書及び船舶検査手帳の船内備付け
（船舶職員及び小型船舶操縦者法）
　総トン数 20t 未満の小型船舶では、小型船舶操縦士
の免許、また総トン数 20t 以上の船舶では、乗組基準
に適合する海技免状を有する船長 ･機関長等の乗組み
（港則法）
　工事許可申請外の作業をしていないか、また水路保
全のための荷役時の脱落防止措置
④船舶乗降時の安全対策について
　2015 年 3 月 18 日、小名浜港品質監視等補助業務に
おいて、受注者職員 1名の方が、船から護岸に上陸す
る際に、船舶と護岸の間に転落し死亡する事案が発生
しました。これを受け、二度と同様の事故が発生しな
いよう再発防止のため、国土交通省港湾局技術企画課
港湾工事安全推進官より 2016 年 3 月 16 日付で事務連
絡「海上工事・業務における船舶乗降時の安全対策に
ついて」が発出されました。
　類似の事故は過去にも多く発生しています。船舶乗
降状況ごとにチェックリストとして使用できるものと
なっていますので、同様な状況となる現場ではこれを
参考として使用することで船舶乗降時の事故防止を図
るようにお願いいたします。
　本安全対策は、交通船において船長と機関長の 2名
が乗船していることを前提としていますが、工事で使
用する交通船は船長 1名であるためそのまま適用でき
ません。次に適用可能な代表的項目を何例か抜粋して
みました。
・乗降場所や交通船の特徴に合わせて安全に乗降でき
るよう、適切に乗降設備（タラップ、はしご、手摺り、
補助ロープ等）を設置する。
・風波等により横付け係留が困難な場所や海域では船
首付けもできる構造の交通船を利用する。
・船首から乗降する場合は、交通船の船首部分に手摺
り等の手掛かりになるものを設置する。

・交通船の滑りやすい箇所には滑り止め対策（テープ、
金網の溶接等）を実施する。
・交通船には、引き付け、突っ張りのための爪竿を備
える。
・乗降口に乗降場所看板等を設置する。
・乗降設備の手摺に黄色テープを貼付けする等して乗
船者が視認しやすくする。
・加齢等による運動機能や知覚機能が低下していくこ
とを各自が自覚し、自己を過信することなく慣れた作
業も油断しないで取り組むことを徹底する。
・時化やうねりが大きい場合は、船長判断で関係先に
連絡の上、出航を見合わせる。また、船長は、出航で
きると判断した場合でも現地の気象・海象状況によっ
ては、着岸を止める判断を下す。
・船長は、交通船を縦付けする場合は前進推力で岸壁
等に船首を押し付けた状態で安全を確認した後、乗降
開始を合図する。
・両手が空いた状態で乗降する（物を持って乗降しな
い。荷物がある場合はリュックサックもしくは受け渡
す。）
・船長は乗降者に対して接岸まで立ち上がらない等安
定した姿勢を保持するよう指示する

7. 支部安全講習会等への支援
　元請職員が海上工事の作業員に対して教育するに当
たって留意していただきたい、「安全についての考え
方」「安全作業の指導のポイント」「災害事例に学ぶ」
などについて資料を作成し、東北支部（11 月 6 日）・中
部支部（7 月 30 日）・四国支部（10 月 21 日）の安全講習
会で講義を行いました。講習会の資料は会員各社で共
有し、現場での教育等で活用していきます。また、講
習会終了後は支部会員との意見交換も行いました。

8. おわりに
　当部会は、発注者との意見交換、関係機関や支部と
の連携強化を図りながら、港湾空港工事の適正な安全
環境の確保のために、継続的に取り組んでいきます。
また、建設業における「きつい ･ 汚い ･ 危険」の3K を
払拭して、新 3Kである「給料がよい・休暇が取れる・
希望が持てる」を目指して、対外的にも積極的に活動
していきますので、今後も変わらずご指導とご協力を
よろしくお願いいたします。

文責 : 安全環境対策部会長　斉藤泰彦
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